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研究成果の概要（和文）： 本研究では、3.11大震災の被災地におけるボトムアップ型の農業復興モデルを構築した。
具体的な成果は、農地の所有と利用を分離した農地管理手法にもとづき新たに法人化した土地利用型農業を対象に、担
い手確保、収益性確保、農地保全、労働力活用、部門統廃合の５点に沿って分類し、経営が不安定になり易い法人設立
時や新規事業の立ち上げ時期において求められる地域農業マネジメントの特徴と，それが地域発展に及ぼす影響を総合
的に取りまとめた。

研究成果の概要（英文）：This study developed a bottom-up agricultural reconstruction model for 3.11 
disaster area. The survey results of new agricultural corporations, which is established by the new 
management method of farm land, for land-extensive farming are classified from the following five 
perspectives: securing farmers, realization of gains, farm land conservation, labor force utilization, 
and scrap-and-build of department structure. Characteristics of local agricultural management, which is 
needed because management tends to be unstable when new agricultural corporations are established or new 
projects are started, and its impact for local development are comprehensively examined.

研究分野：経営・経済農学

キーワード： 地域農業復興モデル　農地管理手法　ボトムアップ型合意形成　地図情報システム（GIS）　3.11大震災
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１．研究開始当初の背景 
 3.11 大震災により未曾有の激甚な被害を
受けた地域では、多数の貴重な人命が奪われ
ただけでなく、農村生活や農業生産に不可欠
な資源（住宅・土地・施設・機械など）の多
くが水没・流出・消滅した。被災者の中には、
所得を獲得する主要な手段を失ったばかり
か、未だ衣・食・住環境の再建の目処さえ立
たない状態が続いている者も少なくない。こ
うした中で震災後半年ほど経過した今日、国
や県による復興計画が策定されるとともに、
国直轄の整備地域が指定されるなど、復旧や
再生、復興に向けた諸々の事業計画が急ピッ
チで策定されている。 
 しかし、それら事業計画案の内容を垣間見
ると、被災者の意向をアンケート調査や事業
説明会を通じて汲み上げる仕組みになって
いるものの、基本方針はトップダウン型の事
業導入・推進の計画である。加えて、農林水
産技術会議（農林水産省）が平成 24 年度か
らの導入を検討している「新食料供給基地建
設のための先端技術展開事業」も国の試験研
究によって開発された ICT 技術等を組み合
わせた展示圃場による実験実証研究であり、
地元関係者と無関係なトップダウン型の事
業である。このような国や県によるトップダ
ウン型の事業計画が真に持続性の高い地域
農業の新しいモデルとなり得るかは大いに
議論すべき余地がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、3.11大震災により甚大な被害を
被った宮城県仙台東部地区および岩沼市林
地区、東松島市野蒜地区を対象に、当該地域
の農地情報システムを整備活用し、地権者、
耕作者（農業者）の全員参加によるボトムア
ップ型の合意形成を図りながら真に持続性
の高い具体的な地域農業復興モデルを策定
することを目的とする。 
 なお、研究を推進するにあたり支援関係機
関・関係団体との連携を図ることは言うまで
もない。また複数の地域を対象とするのは、
都市近郊で地価が高く被災後の人口流出も
少ない地域（仙台東部地区、岩沼市林地区）
と、純農村で地価が低く被災後の人口流出が
大きい地域（東松島市野蒜地区など）では、
目指すべき持続性の高い地域農業の姿が異
なると考えられるからである。 

 
３．研究の方法 
 地域農業復興モデルを策定し、その成果を
実装させるためには、大きく３つの検討すべ
き課題がある。第一は、農地の所有と利用の
分離を担保するとともに面的集積を実現し
得る実効性の高い手法と農地管理主体の検
討である。第二は、ボトムアップ型の合意形
成を推進するために不可欠な各地域の農地
情報システムの整備と、それを活用した最大
収益をもたらす地域農業ビジネスモデルの
開発である。そして第三が、地域農業全体の
経営管理や労務管理、資金管理等を担う主体
や組織形態等の検討である。 
 本研究では、これら３つの課題に取り組む
前の基礎的作業として、対象地域の地権者・
耕作者（農業者）全員を対象とした個別面談
調査を実施する。まず、地権者に対しては、
個別面談調査を実施するとともに農業関係
機関保有の農地データを統合・共有するため
のプラットフォームの開発を支援する。次に、
適切な農地集積手法と望ましい農地管理主
体のあり方の提案と、望ましい地域農業マネ
ジメントの代替案を作成する。それを踏まえ、
収益最大となる地域農業ビジネスモデルの
プロトタイプを担い手に評価してもらい、最
後にボトムアップ型合意形成による持続性
の高い地域農業復興モデルを構築する。 
 
４．研究成果 
 農地の所有と利用を分離して面的集積を
実現する農地管理手法（一括利用権設定）に
ついては、以下の図に示されるように、仙台
市農地管理手法調査報告書（平成 25 年 3月）
に研究成果を反映させた。仙台東部地区では
現在、津波被害の著しかった集落等で、この
手法と類似の農地中間管理事業を活用して、
担い手に農地集積を進めている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
ボトムアップ型合意形成を推進するため
の農地情報システムの整備と、それを活用し
た地域農業ビジネスモデルの開発について
は、各地域の被災農民、市、農協、農業改良
普及センターなどとプラットフォーム（仙台
東部地区では「荒浜プロジェクト」、岩沼市

3.11クライシスの影響と課題  

震災直後  

復 旧 期  

再 生  期  

復 興 期  

ライフライン  食料等  農林水産業  農山漁村  地域社会  

・ライフラインの早期復旧  
・流通＆交通インフラ早期復旧  
・食料確保＆分配ミスマッチ問題  
　→物的人的資金的支援の大切さ 

 

　→行政の限界、NPO等の評価  
　→災害時情報管理の再考  
　→日々拡大する地域間格差  
 

・原発事故による影響と課題は全領域で広域化・長期化・多様化する  
・地震や津波による被災地域と原発事故による被災地域を区分して検討する必要性  
・災害時および復旧、復興期のガバナンスも全領域で再検討する必要性  

・風評被害等  
　→安全性基準の再検討  
　→高精度・高透明度の情報開示  
　→安心できるモノづくりの継続  
　→消費者・流通業者等の啓蒙  
  
・食品および関連産業の再生  
　→用地・施設・機械等の整備  
　→投資に伴う二重債務の回避  
　→リスク分散型産業集積  
 

・生産基盤の破壊、遺失  
　→救農土木、雇用の場づくり 

 

　→港湾・用排水施設の復旧  
　→除塩作業、除Cs作業  
　→再生に向けた試験研究  
　→技術、技能の継承  
・互助による早期回復  
 

域内エネルギー自給率の向上、自然エネルギーのウェイト増大  

・地域農業復興(振興)計画   
・基盤整備、土地利用計画   
　→権利調整＆合意形成  
  
・経営再建、投資問題  
　→資金調達、二重債務回避  
  
  
・担い手育成確保  
・農外企業との連携  
 

６次産業化  

全領域での財源問題  

・コミュニティの重要性再認識  
・被災者の心のケア  
・社会的弱者への配慮  
・域外避難等によるコミュニ
ティ崩壊、地域社会崩壊  
　→解決策見出せず  
・平等性の弊害  
 

・生活基盤の再生  
・防災重視の新コミュニティ  
・集団移転と用地確保  
　→住民の合意形成  
　→沿岸部は用地限定的  
  
・Identityの保持や再形成  
・帰る故郷の持続性と整備  
・世代間コミュニケーション  
・都市農村交流の拡大、深化  
 

ツーリズムを活用した支援  



林地区では「林プロジェクト」）を立ち上げ、
各々が保有するデータを共有しながらビジ
ネスモデルを構築した。なお、農地情報シス
テムの整備については、各地域の土地改良区
と連携を図りながら、現在も継続中である。 
 ボトムアップ型合意形成による持続性の
高い地域農業復興モデルは主に、この三年間
にわたり調査研究をしてきた仙台東部地区
などの土地利用型経営を対象に、担い手確保、
収益性確保、農地保全、労働力活用、部門統
廃合の５点に沿って構築した（ＳＴＢを活用
した地域農業復興モデルを参照）。 

ＳＴＢを活用した地域農業復興モデルの戦略 
 

 このほかに、岩沼市林地区と東松島市野蒜
地区の取組から、地域農業の復興には実効性
のある先端技術の導入が不可欠であること、
単なる土地利用型作物の水平的な規模拡大
のみならず、それらを原料とした６次産業化
による付加価値の獲得も有効な戦略である
こと、また地域の特性を生かした医福農連携
などによる農村産業化の戦略も重要な視点
であること、等々が明らかになった。 
 本研究では、これらの調査分析と併せて、
大規模自然災害から復興を果たした長崎県
島原市：雲仙普賢岳噴火、熊本県不知火町：
台風による塩害、新潟県長岡市（旧山古志
村）：中越地震、石川県輪島市：能登半島地
震、兵庫県神戸市、淡路市：阪神淡路大震災
の共同調査を実施することで、復興から学ぶ
次世代への教訓を整理した。いずれの場合も、
復興基金を有効に活用し、被災地域の復旧・
復興時期に適した助成メニューを実施する
ことが大事であることを確認できた。 
 特に、農山村地域である山古志や輪島にお
いては、震災直後のハード面の支援からソフ
ト面の支援へと移行するに従い、集落単位の
コミュニティ維持を主目的とした助成への
支出が増加することが共通点として確認で
きた。また、農村地域で発生した大規模自然
災害の復興においては、全国的に進められて
いるような農地集積等による規模拡大によ
って生産コスト削減を志向するのではなく、
農村生活と密接に関わる無理のない営農を
継続するために、地域の歴史や文化といった
点に軸足を置いたスモール・ビジネスが有効
であることを確認した。 
 さらに、これらに加えて、3.11 大震災以降

に発表された復興農学に関連する雑誌文献
レビューによる研究課題の抽出や、海外で発
生した自然災害発生後の貴重な復旧・復興の
記録を整理した。 
 以上の研究成果を踏まえ、成果の取りまと
めにあたっては、被災地域に関わらず、起業
や新規事業の立ち上げによって経営が不安
定になる時期において求められるマネジメ
ントの特徴と、それが地域の発展に及ぼす影
響を総合的にとりまとめた。 
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戦略マップ 

 

戦略目標  重要成功要因 
（ＣＳＦ）  

重要目標指標 
（ＫＧＩ）  

重要業績指標 
（ＫＰＩ）  

アクションプラン  

総合的経済
力の向上  

売上高拡大／販売費・
一般管理費削減／利
益確保と配分  

委託面積の拡大／
生産・労務コスト削
減／納得いく利益
配分方式／加工施
設導入・加工企業
の取り組み支援  

水稲作業受託面積
３００ｈa／コスト３割
削減／参加農家一
人当たり１００万円
所得向上と継続配
当／加工グループ２
つ・加工企業１者確
保  

水稲作業受託面
積／水稲生産コス
ト・果樹生産コスト
／参加農家一戸
当たりの所得／加
工仕向け割合  

法人役員の会計実務と
分析能力の向上／技術
継承と経営継承／各種
表彰事業の導入／補助
事業の活用と成果のＰＲ  

活動の改善
と新事業の
組織化  

受託面積拡大／土壌
診断に基づく輪作体系
確立／新作物の導入
／加工品目拡大  

柔軟な受託対応／
土壌調査と体系化
技術の確立と普及
／作物の費用効果
分析／女性・高齢
者の積極的な活用   

テナントビル型農場
制による区画整備
／塩害対策と複数
地域での輪作作物
導入／新作物導入
による売上向上／
加工施設と組織化
支援  

農地集積数・面積
規模／被災面積・
地域別の輪作作
物普及面積／直
売所・スーパー・レ
ストラン・加工業者
への出荷量／新
製品開発数  

機械・施設整備の充実／
施肥設計・輪作実証展示
圃／加工グループ育成と
加工企業による取り組み
促進／アンテナショップ
等を利用したイベントの
開催と感応試験  

顧客満足度
の向上  

防災観点からの安心
感／地域住民への安
価・安定・高品質供給
／農産物・加工品の売
り先確保  

自然災害から地域
を守る姿勢／WIN・
WIN関係のネット
ワーク構築／実需
者ニーズの把握・
加工需要の消費者
評価  

会合や地域活動へ
の住民参加100％実
現／地元リピーター
率２割増加／小売
業への供給拡大  

会合参加／直売
所・スーパー・レス
トランの利用数と
売上金額／直売
所・地元スー
パー・レストランへ
の供給率  

生産者・関係機関一体で
のワークショップ／定期
的な意識や満足度調査
の実施と解析／実需者
ニーズ調査  

被災農家の
意欲向上と
世代別組織
化  

被災農家の意欲向上
／世代別の活動展開
に対する合意形成／
問題意識の共有  

関係機関による手
厚いサポート／地
域リーダーの貢献
／生産者組織の結
成と話し合いの強
化  

関係機関主催の座
談会開催・出席率
80％／地域リー
ダー育成数／問題
解決行動実践の意
思統一  

地域への呼びか
け／会合出席率
／地域リーダー数
／行動実践組織
結成  

現地視察・情報提供／生
産者の実態・意向の詳細
な把握と報告／問題解
決方法に関する情報提
供・共有／生産者の自主
的な活動助長  
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